
（平成２２年６月２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認島根地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



島根国民年金 事案 344 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 39年 12月から 42年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39年 12月から 42年 12月まで 

    私は 20 歳に到達してもしばらくは国民年金に加入していなかったが、

当時勤務していたＡ事業所で冬の賞与を受け取った昭和 39 年 12 月ごろ、

友人から国民年金への加入を勧められたので、Ｂ市区町村で加入手続をし

た。 

    加入後、保険料をＢ市区町村で納付する都度、国民年金手帳に検認印を

押してもらっていたことを記憶している。 

    申立期間における国民年金保険料の納付の事実を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間以降の国民年金加入期間について国民年金保険料をす

べて納付しており、申立人の納付意識が高かったことがうかがえる。 

   また、申立人は、「保険料納付の都度、国民年金手帳に検認印を押しても

らっていた。」と供述しているところ、当時、国民年金保険料の納付方法は

印紙検認方式であり、申立内容と一致しているほか、申立人が供述している

当時の国民年金保険料額は、実際の金額と一致している。 

   さらに、申立人は、「Ａ事業所はＢ市区町村の近くにあり、職場から納付

に出向いていた。Ｂ市区町村の入口の右側に出納室があった。」と供述して

いるところ、当時、申立てのとおりであったことが確認でき、申立人の申立

内容に不合理な点はうかがえない。 

加えて、申立人は、「当時、Ａ事業所の事業主の国民年金保険料も併せて

納付していた。」と供述しているところ、同氏も、「当時、申立人には、私の

国民年金保険料を納めに行ってもらっていた。」と供述している上、特殊台

帳によると、同氏は申立期間の大半は現年度納付をしていたことが確認でき、

印紙検認方式で事業主の保険料と一緒に納付していたという申立人の供述

に不自然さはみられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



島根厚生年金 事案 392 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ

支社における資格取得日に係る記録を昭和 45 年４月１日に、資格喪失日

に係る記録を 46 年５月１日とし、申立期間の標準報酬月額を２万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年４月１日から 46 年５月１日まで 

昭和 45年４月１日付けで、Ａ社Ｃ支社にＤ職種職員として採用され、

同年４月 16 日までの期間はＡ社Ｃ支社Ｅ出張所に、同年４月 17 日から

46 年４月 30 日までの期間はＡ社Ｃ支社Ｆ出張所に勤務した。 

私と同じ条件で同日に採用された同僚は、申立期間の厚生年金保険の

被保険者記録が確認できるが、私の厚生年金保険の被保険者記録が確認

できないことに納得できないので、申立期間について厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｇ社が提出した申立人の履歴書から、申立人は、Ａ社Ｃ支社のＤ職種職員

として、昭和 45 年４月１日から同年４月 16 日までの期間はＡ社Ｃ支社Ｅ

出張所に、同年４月 17 日から 46 年４月 30 日までの期間はＡ社Ｃ支社Ｆ

出張所に勤務していることが確認できる。 

また、Ｇ社は、「Ａ社は、Ｄ職種職員等の厚生年金保険の加入を昭和 38

年 10 月１日から制度化しており、申立期間当時、申立人の同僚が厚生年

金保険に加入していたことを示す厚生年金保険被保険者証を所持してい

たことから、申立人も同様に、申立期間において厚生年金保険に加入し、

給与から厚生年金保険料を控除されていたものと思われる。」と供述してお

り、Ｇ社が提出した「Ｄ職種職員等社会保険事務処理規程（昭和 38 年９月

７日付け）」に基づき、申立期間当時、申立人が厚生年金保険に加入してい

たことを認めている。 



さらに、Ａ社Ｃ支社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票から、採

用年月日（昭和 45 年４月１日）及び採用条件（Ｄ職種職員）が同じであっ

たとして申立人が名前を挙げた二人の同僚は、申立期間において厚生年金

保険の被保険者記録が確認できる上、昭和 45 年４月１日にＡ社Ｃ支社の

Ｄ職種職員として採用され、申立人とは異なる出張所等で勤務したと供述

している別の二人の同僚も、申立期間において厚生年金保険の被保険者記

録が確認できる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社Ｃ支社における申立人と

同質性が高い同僚の健康保険厚生年金保険被保険者原票の昭和 45 年４月の

記録から、２万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は納付したと主張しているが、これを

確認できる関連資料、周辺事情は無く、申立期間のＡ社Ｃ支社に係る健康保

険厚生年金保険被保険者原票の整理番号に欠番が見当たらないことから、申

立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われたとは考えにくい上、資

格の取得及び喪失のいずれの機会においても社会保険事務所が申立人に係

る記録の処理を誤るとは考え難いことから、事業主から社会保険事務所へ資

格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る昭和 45年４月から 46年４月までの厚生年金保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は当該期間に係る厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 


